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令和３年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【 茨城県 】        

                          

  

令和３年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

   

   

 

 
 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

２．具体の取組内容   

 (1) 運営協議会・連絡協議会の実施 

帰国・外国人児童生徒教育連絡協議会（オンライン形式） 計 213 人参加 

   構成員 ：外国人児童生徒が在籍する小中・高等学校管理職 

外国人児童生徒が在籍する各市町村教育委員会及び多文化共生部局担当者 

県教育庁及び多文化共生部局担当者、国際交流協会 

各市町村教育委員会及び多文化共生、国際交流団体担当者等 

学識経験者（大学教員）、NPO 担当者等             

    目 的 ：各市町村と各関係機関のネットワーク構築を図り、連携強化するための協議会 

    内 容 ：有識者による講義、行政説明、グループ協議  

(2) 学校による指導体制の構築 

   ・日本語指導が必要な児童生徒等に対して、「特別の教育課程」による指導のための教員の基礎定数措置 

による配置の充実（小中学校 68 校、89 教室） 

  ・委託事業者による、要請ある学校への通訳やアドバイザーの派遣（原則、オンラインによる派遣） 

(3) 「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

  ・日本語指導教室を設置する小中学校等への訪問指導（各教育事務所及び市町村教育委員会） 

(４) 成果の普及 

   ・県主催協議会や地域日本語教育の体制づくりに係る総合調整会議での事例提供 

・県国際交流協会主催「国際交流・協力ネットワーク会議」での情報提供 

・コモンズ HP での事業専用プラットフォームにおけるコンテンツの充実と情報発信 

・筑波大学主催のシンポジウムの開催（R4.3/11） 

 (5) 学力保障・進路指導 

  ・６言語によるオンライン進路ガイダンスの開催（英、比、中、葡、西、パシュトゥー語） 

  ・進路情報に係るオンデマンド動画の配信（日、葡、西、英、比、中、越、ウルドゥー語） 

・県立石毛紫峰、結城第一高校の外国人生徒支援充実に向けた進学ガイダンスの開催 

 



(7) ICT を活用した教育・支援 

 ・筑波大学「外国人児童生徒研究グループ」へ研究委託 

研究名：「オンライン学習による日本語初期指導カリキュラム開発・検証のための基礎研究」 

内 容：日本語指導教室のない基礎研究協力校（6校）の生徒（27人）に対して、日本語サポーター（大学生）のオンライン 

による支援体制の構築と日本語初期指導カリキュラムの開発・拡充 

３．成果と課題   
(1) 運営協議会・連絡協議会の実施 

 ・オンライン形式での開催により広域での参加者の負担軽減、協議方法の効率化が図れた。 

 ・地域の実情に応じた体制が必要なため、市町村独自の協議の場の設定が必要である。 

 (2) 学校による指導体制の構築 

・日本語指導が必要な児童生徒の増加に伴う加配教員の適正な配置が図れた。 

・加配教員の指導力を高めるための研修体制構築が課題である。→R4 新規講座（県研修センター）開講 

(3) 「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

 ・訪問指導やオンデマンド動画により、「特別の教育課程」での個に応じた指導の充実が図れた。 

・指導者のアセスメントテスト結果に基づく個別の支援計画の策定が必要である。 

(４) 成果の普及 

 ・DLA アセスメントテスト結果を効果測定として活用することで、研究成果をシンポジウム等で発信する。 

・研究成果を事業化し、異校種での普及を視野にデジタルを活用した支援体制を構築する必要がある。 

 (5) 学力保障・進路指導 

 ・多言語、オンラインによる進路ガイダンス、オンデマンド動画を配信することで、広く情報提供ができた。 

・高校進学を希望する生徒への支援において、高校との連携強化が必要である。 

(７) ICT を活用した教育・支援 

・デジタルプラットフォームにより、県広域での支援体制が構築でき、支援者の負担感が減少した。 

 ・データを共有し、小中高のシームレスなデータ管理や官民共同で運用できるシステム構築が必要である。 

本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

 
   

1,122 人 

（261 校） 

     

373 人 

（111 校） 

     

39 人 

（９校） 

      

79 人 

（20 校） 

       

） 
 

うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数  
      

836 人 

（53 校） 

  

227 人 

（14 校） 

    

 15 人 

（2 校） 

    

  

 

  

４．その他（今後の取組予定等） 

・小中高のシームレスな支援体制の構築と事業（R4 外国人児童生徒支援強化関連事業）のパッケージ化 

・オンライン学習による日本語初期指導カリキュラム開発・検証のための基礎研究の成果を踏まえた事業化 

・NPO管理の日本語指導に関するプラットフォームのワンストップ化とSNSを活用した発信力強化 

・大学と民間企業の共同研究による、習熟度に応じた、アプリ・WEB等を活用した指導体制のパッケージ化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      753 人 

（52 校） 



＜成果イメージ資料＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


